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A 3305：2020 (ISO 2394：2015) 

（3） 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

まえがき 

この規格は，産業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人建築・住宅国際機構（IIBH）

及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出

があり，日本産業標準調査会の審議を経て，国土交通大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。国土交通大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本産業規格          JIS 
 A 3305：2020 
 (ISO 2394：2015) 

建築・土木構造物の信頼性に関する設計の一般原則 

General principles on reliability for structures 

 
序文 

この規格は，2015 年に第 4 版として発行された ISO 2394 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 

我が国の基規準の要素を取り込みつつ制定され，海外で広く参照されている対応国際規格の技術的内容

について，この規格を通して熟知することは，我が国の建設関係の全ての事業者（ゼネコン，コンサル，

設計事務所など）及び技術者の海外展開に当たり有利になることが期待される。 

なお，この規格の附属書 A～附属書 G は，本文の理解を深めるための参考資料である。また，この規格

で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。また，この規格は強制的な法

規ではなく，建築物・土木構造物のいずれにおいても，建築基準法などの現行設計基準類への適合が求め

られることに留意されたい。 

 

1 適用範囲 

この規格は，建築・土木構造物に関する規準類の作成，並びにその設計及びアセスメントに関する意思

決定のための，リスク情報及び信頼性情報の基礎に関する一般的な原則について規定する。 

この規格で提示される原則は，用途の特性又は使用される材料の組合せにかかわらず，大部分の建物，

インフラ構造物及び土木構造物に適用する。また，この規格の適用においては，破壊によって非常に重大

な結果を引き起こす可能性のある特殊な場合では，特定の調整及び詳細化を必要とする。 

この規格は，供用期間中の構造物及び構造物を含むシステムの設計及びアセスメントに関する意思決定

に必要な，リスク及び信頼性の原則の活用方法について規定する。互いに関連のある三つのレベルの方法

（リスク情報を活用した方法，信頼性に基づく方法及び準確率論的方法）を利用する。 

この規格は，構造物全体［建物，橋りょう（梁），産業施設など］，構造物を構成する構造要素及び接合

部の設計に適用する。また，この規格の原則は，建設工程の各段階，構造要素の取扱い，それらの組立て，

現場における全ての作業，維持管理及び補修を含む設計供用期間中における構造物の使用及び撤去を対象

とする。 

リスク及び信頼性は，互いに依存する，作用，構造物の応答，耐久性，ライフサイクルにおける性能，

破壊及び損傷による結果，設計規約，施工技量，品質管理手順並びに国の定める要件などの事項に基づき

記載している。 

注記 1 この規格の適用には，本体及び附属書に記載された内容を超えた知識を必要とする。この知

識が利用可能であり，適用されていることを確認することは，この規格の利用者の責任であ

る。 

注記 2 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 


